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 我が国の温室効果ガス排出量は，まちづくりと関係の深い運輸部門，業務その他部門，家庭部門で半数

以上を占めると指摘され，分野横断的な手法として都市構造の集約化による地球温暖化対策効果の見える

化が期待されている．そのような中，立地適正化計画制度の創設により，161都市において計画が作成・公

表される（H30年5月1日時点）など，自治体において都市構造の集約化に向けた具体的な計画と取組が進め

られるようになってきた．しかしながら，環境負荷低減の視点から，誘導区域を設定している事例は少な

く，客観的な評価に基づき都市構造を集約化するためにも都市の構造的な特徴による削減効果の違いにつ

いて全国を対象に把握することが必要になる．本研究では，都市の構造的な特性に着目し，削減効果に与

える影響を分析することを目的とする． 
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1. はじめに 

 

我が国では，温室効果ガスの排出量は，まちづくりと

関係の深い運輸部門，業務その他部門，家庭部門で半数

以上を占めると指摘され，分野横断的な手法として都市

構造の集約化による地球温暖化対策が期待されている． 

都市の集約化については，地球温暖化対策の推進に関

する法律（平成10年法第117号）（以下「地球温暖化対策

推進法」という．）に地域施策として記載され，また，

地球温暖化対策計画（H28年5月閣議決定）においても位

置づけられたものの，これまで施策目標の根拠となる都

市毎の具体的な集約化シナリオがないことから，その効

果の定量的な評価（見える化）は困難であり，中央環境

審議会総合政策部会等において「効果の見える化が必要」

と指摘を受けている． 

そのような中，立地適正化計画制度の創設から約4年が

経過し，161都市において計画が作成・公表（H30年5月1

日時点）されるなど，自治体において都市構造の集約化

に向けた具体的な計画と取組が進められるようになって

きている．しかしながら，集約化による環境負荷低減の

視点からの評価を踏まえ，誘導区域を設定している事例

は少ない．パリ協定等を踏まえ，我が国でも2050年に向

けて80%のCO2の削減を進めるためには，個別の都市レ

ベルでの政策においても，どの程度の効果が期待できる

かを把握し，都市政策に反映することができれば，国全

体で得られるCO2削減効果は大きい． 

これまで，都市構造とCO2排出量の関係については，

1989年に初めてNewmanら1)によって人口密度とガソリ

ン消費量の関係が図化され，都市単位で見た場合，人口

密度の上昇が交通エネルギーの消費を下げることを明ら

かにしている．わが国では，谷口ら2)により全国67都市の

分析から，市街化区域の人口密度が高いほど一人当たり

のガソリン消費量が少ないことが示され，その後，越川

ら3)によってCO2排出量と人口密度の関係性を経年的に

分析することで，居住者一人当たりのCO2排出量の格差

は経年的に拡大しており，一時点の静的な結果だけでな

く，経年的な動的結果も踏まえることの重要性が指摘さ

れている．また、森本ら4)は，全国78都市を対象とした分

析から交通エネルギー消費量と土地利用との関係につい

て言及するなど全国の都市を対象に都市構造とCO2の関
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係性について現状把握が進められてきた． 

また，集約化政策の評価という視点では，森本ら5)によ

って東京都市圏にて，藤原ら6)によって広島都市圏にて，

古田ら7)によって宇都宮都市圏にて，小島8)らによって仙

台都市圏にて集約化を図った場合のCO2削減効果が都市

圏パーソントリップ調査の結果を用いて検討され，集約

パターンによる削減効果の違いが示されてきた．しかし

ながら，これらの集約化政策の評価に関する研究は，エ

リアを限定した評価（都市圏単位）であり，全国を対象

として集約化政策を実施した場合の効果を評価した研究

は見受けられない． 

以上のことを踏まえ，本研究では全国を対象として，

集約化政策の実施により，期待されるCO2削減効果につ

いて，都市の構造的な特性が与える影響を検証すること

を目的とする． 

本研究の特徴は，立地適正化計画という具体的な集約

化に向けた計画に基づき，全国の都市で削減効果を試算

し，都市の構造的な特徴と比較することで削減効果に与

える要因を解明する点にある．これにより，今後，新た

に立地適正化計画等を策定し，都市構造の見直しを図る

際，都市の構造的な特徴を踏まえた環境負荷低減の視点

からの評価を実施し，政策立案するための基礎情報を提

供することができる． 

 

 

2. 前提条件の整理 

 

(1) 分析対象都市 

分析対象都市は，平成30年5月1日現在で立地適正化計

画を公表している161都市のうち，都市機能誘導区域と居

住誘導区域の両方を設定し，且つ将来の人口規模に関す

る具体的な目標を設定している98都市を対象とする． 

 

(2) 推計方法 

集約前後のCO2排出量の推計は，国土交通省都市計画

課が開発したCO2-Reduction Effect Simulation Tool（以下

「CREST」という）を活用する．CRESTは，｢低炭素まち

づくり計画作成マニュアル｣に記載された｢道路交通セン

サスOD調査データを用いた算定手法｣を活用し，都市構

造・交通分野における低炭素化施策によるCO2削減効果

を全国の市区町村単位で推計するもので，500mメッシュ

単位で誘導区域を設定し，人口集約による効果を試算す

ることが可能である．なお，CRESTは，簡便に各種施策

によるCO2排出量削減効果の試算を行うことを目的とし

た便宜的な手法であり，ベースとなる交通量データが道

路交通センサスOD調査データによるBゾーン間OD交通

量を人口データで500mメッシュに按分し設定している

ため，以下の点を考慮できないことに留意が必要である． 

①自治体レベルでの政策を想定し，市域を跨いだ効果

は考慮していない 

②趨勢的な人口変化によるCO2排出量の変化は考慮し

ていない 

③集約化により，公共交通サービスの水準が高まり，

交通手段の選択が変化する効果は考慮していない 

④データの制約上，同一ゾーン内の交通特性は同じと

なるため，市域に対してゾーンが一つの都市は都市

内の交通特性の違いは考慮できない（そのため、本

分析対象から除外） 

 

(3) 人口の集約規模の設定方法 

人口の集約規模の設定は，市の総人口に対して，誘導

区域内で増加する人口（以下集約人口という）の割合を

集約率として設定する．集約人口は，誘導区域外の全域

から同一の比率で集めるものとする． 

 

 

図-1 集約率の設定イメージ 

 

その際，誘導区域内の増加量は，各都市の立地適正化

計画に定められている目標値に基づき設定することとし，

目標の設定状況によって以下のように集約率を定めた． 

 

a) 居住誘導区域について 

①目標値が現状の人口・人口密度維持の場合 

現況値と，トレンド（国立社会保障・人口問題研究所

（以下「社人研」という）の将来推計人口）との差分

を集約人口と設定した． 

②目標値が現状よりも減るが，トレンドよりは増える

場合 

目標値とトレンド（社人研の将来推計人口）との差分

を集約人口と設定した． 

③目標値が現状よりも増える場合 

目標値とトレンド（社人研の将来推計人口）との差分

を集約人口と設定した． 

 

b)  都市機能誘導区域について 

都市機能誘導区域は人口に関する目標値が無いため，

居住誘導区域と同一の目標値を設定した． 
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図-2 立地適正化計画の目標年次と集約人口設定の関係性 

 

 

3. 立地適正化計画に基づき集約化した場合のCO2

削減効果 

 

立地適正化計画の誘導区域内が目標値を達成した場合 

 

 

図-3 集約率とCO2削減率の関係 

の集約率とCO2削減率の関係性を図-3に示す．集約率が

高まることで緩やかにCO2削減率も高まる傾向が伺える．

一方で，豊川市や燕市，長岡京市など一部の都市では，

誘導区域に人口が集まることでCO2排出量が増加してい

る．CO2削減率が高まる都市を比較すると，同じ集約率で

も都市により削減率には幅があることから，要因の検証

を実施する． 

 

 

4. 集約化によるCO2削減効果と都市の構造的な特

徴との関係性 

 

自動車からのCO2排出量は，交通量，移動距離，交通手

段との関係から式(1)のように示されることから，本検討

では，CO2の排出構造に着目し，交通量を“人口密度”，

移動距離を“都市計画区域に対する市街化区域の割合”

（以下「市街地の広がり」という），CO2排出原単位を“自

動車分担率”として分析対象都市を分類し，集約率とCO2

削減率の関係性を検証する．また，地域区分による違い

にも着目し，集約率とCO2削減率の関係性を検証する．な

お，本分析にて，“都市計画区域に対する市街化区域の

割合”で分類する場合には，非線引きの都市は分析対象

から除外している． 

 

CO2排出量＝交通量(活動量が影響) ×移動距離

× CO2排出原単位（交通手段が影響） 

 (1) 

 

 

図-4 分析の視点の整理 

 

(1) 人口密度との関係性 

はじめに，人口密度を基に4つのランクに分け，集約率

とCO2削減率の関係を図-5に示す．2,000人/km2未満のラ

ンクでは概ね同じ傾向になっているものの，2,000人/km2

以上のランクでは傾きが緩やかになる傾向が伺える．既
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往研究からも人口密度が高まることで一人当たりCO2排

出量も減少する傾向が示されているが，今回分析対象と

した都市についても図-6のように同様の傾向が確認でき

る．つまり，人口密度の高い都市では，これまでの土地

利用政策や公共交通政策によって一定程度環境負荷の低

い都市構造になっているため，同じ政策の投入量でも発

現効果が低くなったと考えられる． 

 

 

図-5 人口密度別の集約率とCO2削減率の関係 

 

 

図-6 人口密度と一人当たりCO2排出量の関係 

 

(2) 市街地の広がりとの関係性 

次に，市街地の広がりから，3つのランクに分け，集約

率とCO2削減率の関係を図-7に示す．市街地の広がりが

狭くなるにつれて集約率に対するCO2削減率は高まる傾

向が伺える．市街地の広がりが狭いということは，これ

まで計画的に市街地をコンパクトに形成してきた都市で

あり，既存市街地の中で移動距離が短く，自動車に過度

に依存しない生活ができていると考えられる．立地適正

化計画の誘導区域は，市街化区域の中に設定する必要が

あるため，コンパクトに集まった市街地に人口の集積が

より高まることから，環境負荷の低い暮らしができるよ

うになる人が増えたと考えられる． 

 

 

図-7 市街地の広がりのランク別の集約率とCO2削減率の関係 

 

(3) 自動車分担率との関係 

国勢調査よる通勤通学時の自動車分担率を整理し，4つ

のランクに分け，集約率とCO2削減率の関係を図-8に示

す．自動車分担率が70%を超えると削減効果が高くなる

ことが伺える．もともと自動車利用が多い都市では，少

しの改善でも一定の効果を得ることができるものの，こ

れまで様々な対策をし，自動車分担率が低い地域では更

なる上積みをしようとすると多くの対策が必要になるた

め，政策の投入量に対する削減効果にも差が出ていると

考えられる． 

 

 

図-8 自動車分担率別の集約率とCO2削減率の関係 

 

(4) 地域区分との関係 

地域区分による違いの影響を検証するために，分析対

象都市をいくつかの地域に分類を試みる．地域の分け方

については様々な方法が考えられるが，本検証では，全
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国都市交通特性調査における都市類型を参考に分類を実

施する．具体的には表-1の通り分類した． 

 

表-1 地域区分と全国都市交通特性調査における 

都市類型の関係性 

地域区分 全国都市交通特性調査における都市類型 

地方都市圏 

(中心都市) 

・地方中核都市圏（40万人以上）：中心都市 

・地方中核都市圏（40万人未満）：中心都市 

・地方中枢都市：中心都市 

・地方都市圏・その他 

地方都市圏 

(周辺都市) 

・地方中核都市圏（40万人以上）：周辺都市 

・地方中核都市圏（40万人未満）：周辺都市 

・地方中枢都市：周辺都市 

三大 

都市圏 

・三大都市圏：－－ 

・三大都市圏：周辺都市1 

・三大都市圏：周辺都市2 

 

この３つの類型について集約率とCO2削減率の関係を

見ると，地方都市圏の中心都市と周辺都市では同程度の

削減効果が発生しているものの，三大都市圏では地方都

市よりも集約率に対するCO2削減率が低い結果となった．

三大都市圏は，地方都市圏と比べて生活圏が広く市域を

跨いだ活動が多くなっていると考えられる．また，地方

都市圏よりも鉄道ネットワークが発達しており，公共交

通を利用した活動の割合も高くなっていると想定される

ため，削減効果が政策の投入量に対して低くなったと考

えられる． 

 

 

図-9 地域区分別の集約率とCO2削減率の関係 

 

 

5. 都市内のCO2排出構造と削減効果の関係性の検

証 

 

(1) 地域別の一人当たりCO2排出量と誘導区域の関係 

図-3の散布図の中では，同じような人口規模で且つ，

同程度の集約を実施しているにもかかわらず，削減率が

異なる都市が見受けられる．これらの都市を対象に市内

のCO2排出構造と誘導区域の関係を比較検証することで，

削減効果に与える影響を分析する． 

分析では，同程度の人口規模で全国都市交通特性調査

にて同じ地方都市圏（中心都市）に当たる“長野市”と

“高知市”を対象に実施する．長野市と高知市は，削減

効果が高い都市ではあるものの，集約率の低い長野市の

方が高知市よりもCO2削減率が高くなっている． 

まず，長野市について居住誘導区域の設定の範囲と夜

間人口一人当たりCO2排出量の関係を図-10に示す．居住

誘導区域は，鉄道沿線を中心に設定されており，この鉄

道沿線の地域は夜間人口一人当たりのCO2排出量が低い

地域になっていることが分かる．そのため，長野市の場

合，郊外の一人当たりCO2排出量が高い地域から鉄道沿

線の一人当たりCO2排出量が低い居住誘導区域に移るた

め削減効果が高くなったと考えられる． 

一方，高知市について居住誘導区域の設定の範囲と夜

間人口一人当たりCO2排出量の関係を図-11に示す．居住

誘導区域は，鉄道沿線に加えて桂浜周辺の市の南部と市

の東部まで含まれている．この市の東部地域は，高知市

の中でも比較的夜間人口一人当たりCO2排出量が高い地

域となっている．従って，これらの夜間人口一人当たり

CO2排出量が高い地域に人口の集約を図ったため，結果

として居住誘導区域よりも環境負荷が低い地域から誘導

を図ることとなり，CO2削減率としては低くなったと考

えられる． 

 

 

図-10 長野市における居住誘導区域の範囲と 

4次メッシュ別の夜間人口一人当たりCO2排出量の関係 

y = 0.1215x
R² = 0.5413

y = 0.1682x
R² = 0.5623

y = 0.1598x
R² = 0.5054

0.0%
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1.0%
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2.5%

3.0%

3.5%
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集約率

三大都市圏
地方都市圏（周辺都市）
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図-11 高知市における居住誘導区域の範囲と 

4次メッシュ別の夜間人口一人当たりCO2排出量の関係 

 

(2) 誘導区域と移転を促進するエリアを合わせて実施

した場合の削減効果 

前節の検証結果を踏まえると，人口を誘導する場合，

誘導区域（Destination）のみを位置付けた場合と，誘導区

域（Destination）に加えて人口の移転を促進するエリア

（Origin）をセットで位置付けた場合で削減効果に差が

発生すると考えられる．そこで，都市のCO2排出構造を確

認した長野市と高知市を対象に誘導区域のみを位置付け

た場合と誘導区域に加えて移転を促進するエリアを位置

付けた場合での削減効果の違いを検証する． 

誘導区域のみを位置付けた場合は，3章，4章と同様に

誘導区域外から同一の比率で移転させるものとする． 

誘導区域とセットで移転を促進するエリアを位置付け

る場合は，移転を促進するエリアのみから人口を移転さ

せるものとして推計を実施する．なお，移転を促進する

エリアは，市の平均よりも夜間人口一人当たりCO2排出

量が高い地域を設定する． 

 

 

図-12 誘導区域と移転を促進するエリアをセットで位置付け

たときのイメージ 

 

具体的は，都市機能誘導区域内への集約率を5%に固定

し，居住誘導区域への集約率を1%から10%まで2.5%ずつ

増加させた時のCO2削減率への影響を検証する．その結

果を図-13に示す．長野市，高知市共に集約率が高まるに

つれて，CO2削減率も高まる傾向が確認できる．また，誘

導区域のみを設定した場合と，誘導区域と移転を促進す

るエリアをセットで位置付けた場合を比較すると，移転

を促進するエリアをセットで位置付けることで，長野市

では約1.5倍，高知市では約2.8倍もの削減効果が期待でき

ることを確認した． 

この結果より，自治体レベルでの政策を検討するにあ

たっては，都市のCO2排出構造を踏まえた上で，誘導区域

と移転を促進させるエリアを位置付けることで高い環境

負荷低減効果が期待できることから，都市の構造的な特

徴に加えて，誘導政策の内容による影響も踏まえて，CO2

の削減効果を検証することが重要だと考えられる． 

 

 

図-13 誘導区域のみを位置付けた場合と誘導区域と 

移転を促進するエリアをセットで位置付けた場合の 

集約率とCO2削減率の関係 

 

 

6. まとめ 

 

本研究の結果，得られた結果は以下の通りである． 

1) 集約率とCO2削減率の関係性を見ると集約率が高ま

るとCO2削減率も高まる傾向が分かった．また，削減率

の発現は都市の構造によって異なり，“人口密度が高

い”，“市街地が計画的にコンパクトにまとまってい

る”，“自動車の依存度が高い”ことが人口の集約に

対して削減率に与える影響が高いことが確認された． 

2) 地域区分別に分けた分析の結果より，生活圏の広さが

削減効果に影響を与えることが確認でき，三大都市圏

などの市域を跨ぐ活動が多いと想定される都市では，

削減率が低いことが確認された． 

3) 集約化の効果は，誘導政策の内容からも影響を受け，

誘導区域＋移転を促進するエリアを位置付け：
移転先エリアからのみ居住誘導区域へ

居住誘導区域

移転を促進するエリア

誘導区域を位置付け：
居住誘導区域外から居住誘導区域へ

居住誘導区域

y = 0.0454x + 0.0026

y = 0.0696x + 0.0026
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y = 0.0669x + 0.0024
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具体的には誘導区域と移転を促進するエリアをセット

で位置付けることで高い削減効果が期待できることが

確認された． 

今後の課題として，本試算では，都市ごとの効果とし

て評価を実施しているものの，三大都市圏を中心に市域

を跨いだ暮らしが行われているため，削減効果が過小に

推計されていることが想定される．館林都市圏など隣接

する複数の市町村で立地適正化計画の策定を行う動きも

みられることから，広域での都市構造集約化による交通

行動の変化を捉えた CO2削減効果の検討や検討結果のま

ちづくりへの情報の活用が期待される． 
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